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１ 公立病院における会計基準

○ 公立病院においては、地方公営企業法に基づく会計制

度が適用されているところであるが、当該制度の見直しに

より、平成２６年度から本格的に新会計基準が適用される

こととなった

このため多くの公立病院において、今回の調査対象年度

である平成２５年度は旧会計基準、平成２６年度は新会計

基準が適用され、会計基準が混在してしまう
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○ 平成２６年度における考えられる対応

・ 旧基準の提出が可能な場合

旧基準のみでの集計が可能

・ 旧基準の提出が不可能な場合

新基準の提出を求めることとするか

提出を求めた場合は、そのデータを集計上どう活

用できるか
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○ リース会計の導入による調査項目

リース会計が導入されたことから、消費税の検討材

料に資するため、次の項目を追加してはどうか

・ 「４ 設備関係費」

「（うち）設備機器賃借料」

「（うち）医療機器貸借料」
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（参考：会計基準の主な見直し内容）

① 借入資本金制度の見直し

借入資本金とは、建設等のために他会計から借り入

れた長期借入金等

【旧基準】

・ 借入資本金として資本に計上

【新基準】

・ 他会計長期借入金として負債に計上
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② 補助金等により取得した固定資産の償却制度等の見直
し（みなし償却制度の廃止）
【旧基準】
・ 補助金等（資本に計上）により取得した固定資産は、取
得価格から補助金等を差し引いた額を減価償却すること
（みなし償却制度）が認められていた
【新基準】
・ 補助金等について、長期前受金（負債）として計上
・ 補助金部分についても減価償却（費用）し、当該金額を
長期前受金戻入（収益）として計上
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③ 退職給付引当金の計上の見直し

【旧基準】

・ 退職給付引当金の計上は任意

【新基準】

・ 退職給付引当金の計上を義務化（負債）

・ 計上不足額について、適用時点での一括計上を原

則とするが、経営状況に応じ最長１５年以内の対応も

可能
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④ 繰延資産の見直し

繰延資産は、支出された費用の効果が次年度以降

に継続する場合、その費用を単年度の負担とせず資

産として計上し、償却することが認められていた

【旧基準】

・ 繰延勘定への計上が認められていた

【新基準】

・ 新たな繰延勘定への計上は認められない
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⑤ たな卸資産の価額の見直し

【旧基準】

・ 取得価額で計上

【新基準】

・ 時価が帳簿価額より下落している場合は、その時価

をもって帳簿価額とする低価法を義務づけ
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⑥ リース取引に係る見直し

ファイナンス・リース取引については、売買と同様の

状態にあると考えられることから、リース会計を導入

なお、オペレーティング・リースについては、従来どお

り賃貸借取引による会計処理

【旧基準】

・ 賃貸借取引

【新基準】

・ リース会計の導入
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２ 回答率のバラツキ

○ 開設者による回答割合にバラツキが見られるため、

加重平均による算出についてどう考えるか

・ 全国施設数に基づく加重平均

（各開設者の集計結果×各開設者の全国施設数）

の全開設者合計額

全国の施設数
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３ 最頻値

○ 最頻値の集計についてどう考えるか

第１６回調査（平成１９年度）まで最頻値の集計を実

施（一般診療所、歯科診療所、保険薬局）していたが、

第１７回調査（平成２１年度）において簡素化を図り廃

止したところ

しかしながら、最頻値について要望があることから、

集計項目としてはどうか
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（参考：第１６回調査結果・損益差額の度数分布）
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（参考：第１６回調査結果・最頻階級の平均値）
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（参考：第１６回調査結果・通常の平均値）
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４ 地域別集計

○ 次の３種類を集計しているが、②③について集計の簡素化のため廃止

してはどうか

① 入院基本料の地域加算区分

人事院規則で定める地域及び当該地域に準じる地域を対象として地

域差に配慮している

② 生活保護制度の級地区分

地域における生活様式や物価差による生活水準の差を基準に反映し

ている

③ 介護保険制度の地域区分

地域間における人件費の差を勘案して介護保険費用の配分方法を

調整している

16



５ 有効回答率の向上

○ 有効回答率を向上させるには、どのような方策が考

えられるか

・ 回答率と有効回答率の乖離をどう解消するか

・ 疑義照会、データ確認作業のため、調査票の締切

を少しでも早め、回収作業期間を延長してはどうか

・ 調査協力について、改めて三師会などに依頼する

こととしたい
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（参考：有効回答率の推移）

平成15年6月 平成17年6月 平成19年6月 平成21年6月 平成23年6月 平成25年6月

病 院

有効回答率 ５６．０ ６１．２ ５７．０ ５６．６ ５２．４ ５４．５

回答率 ６１．１ ６３．５ ５９．５ ６０．１ ５８．４ ６０．４

一 般 診 療 所

有効回答率 ４５．３ ４５．３ ４５．５ ４４．０ ４６．２ ５０．６

回答率 ５０．０ ４７．１ ４８．４ ４９．１ ４９．１ ６３．０

歯 科 診 療 所

有効回答率 ５７．３ ６０．８ ６２．３ ６０．１ ５３．６ ５５．１

回答率 ６４．３ ６４．７ ６８．４ ６７．９ ５９．４ ６４．６

保 険 薬 局

有効回答率 ５８．５ ６２．１ ６３．２ ６２．８ ５７．５ ５４．６

回答率 ７１．８ ７３．４ ７５．５ ７２．１ ６５．８ ６７．５
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（参考：回答率と有効回答率との乖離の主な原因）

・ ２事業年度について、前年度又は前々年度の期間が

１年未満のもの

・ ２事業年度について、前年度又は前々年度の記載が

ないもの

・ 項目ごとの数値の記載がなく、合算された数値が記

載されているもの

・ 無記入や判別不能な記載があるもの

・ 合計値と内訳の合計が異なるもの
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